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　この結果は沖縄県だけでなく、日本中の健康
経営を実施する企業や、そのサポートを行う健
診機関・健保組合にも役に立つ分析内容だと考
えています。ぜひご一読いただき、健康促進の
施策立案などにお役立ていただければ幸いです。

　本稿では沖縄県健康長寿課から委託を受け実
施した「沖縄で働く1803名の従業員と30社の管
理者の大規模な健康調査」をもとに、従業員の
仕事のパフォーマンス、従業員の健康の自覚症
状と生活習慣、職場の一体感、活力や熱意、企
業が行っている健康経営施策との効果の関連を
分析しました。
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　まず沖縄県での健康調査実施の背景を説明し
ます。長寿というイメージがある沖縄ですが、
2015年時点で35歳～64歳以下の死亡率が男女と
もにワースト 6位以内となっており、いわゆる
働き盛りの死亡率の上昇が深刻な問題として浮
き彫りになっています。
　沖縄県の働き盛りの死亡原因 1位は高血圧関
連疾患です。沖縄県の64歳以下は他県よりもい
ち早く食の欧米化が進み、また車社会と気候か
ら外を歩くという習慣も少なく、メタボ化しや
すい傾向にあります。そのような背景の中、沖
縄県のいくつかの企業は従業員がイキイキと働
くことでひいては会社の生産性に寄与するとい
う「健康経営」の考え方を導入し、様々な心と
体の健康経営施策を実施し始めています。今回
の調査は健康経営を進めるにあたって、従業員
の仕事のパフォーマンスや、健康意識、職場環
境などの関係を調査・分析しました。
　その結果、次のような関係性が示唆されまし
た。第 1に、働く人のパフォーマンスを 1番下
げる状態は男女・職種の関係なく「イライラ、
落ち込み、慢性疲労」といったストレス反応に
よる症状でした。第 2に、そのようなストレス
反応症状をもつ従業員は「主食のみで食事を済
ませる、睡眠による休養が不十分」という生活
習慣が多く見受けられました。中でも主食のみ
の人は「昼食時間がとれない、食事をおやつで
済ませる、夕食が寝る 3時間以内」という生活
スタイルと相関があることがわかりました。第
3にストレス反応症状を持つ従業員は職場の一
体感と仕事への熱意・活力も低い傾向でした。
第 4に従業員のパフォーマンス、職場の一体感、
仕事への熱意・活力に効果のある施策としては
食生活改善、健康経営担当者の設置、受動喫煙
という結果でした。

Ⅰ．はじめに

　沖縄県医師会が実施した「65歳未満健康・死
亡率改善プロジェクト」によると、沖縄県は
1985年までは男女ともに平均寿命が全国一長い

長寿県でしたが、2005年には男性の平均寿命が
全国を下回り26位と急落しました。2015年には
男性36位、女性 7位と年々下降傾向です。特に、
30～64才の働き盛り世代の死亡率は、2015年都
道府県別年齢調整死亡率において男性 5位、女
性 4位と高く深刻な状態です。そのような状況
の改善を目指し、心身ともに質の高い生活を送
れるよう、県をはじめ医師会、健康保険組合、
病院、健診機関、保健センターなど医療者や健
康促進に携わる様々な機関が取り組みを続けて
います。
　しかしながら働いている人の生活習慣を変え
ていくことは大変困難でした。働いている人は、
職場環境や残業など働き方が生活習慣に大きく
影響しているからです。本人や家族がいくら気
を付けようとしても、残業があれば夕食の時間
は遅くなり、休暇もままならなければ常に疲労
が溜まり、飲み会の多い会社であればアルコー
ルや油分の摂取も必然的に増えてしまいます。
　一方、沖縄県に限ったことではありません
が、企業全体の課題として、少子高齢化に伴う
生産年齢人口の減少により人材不足が顕在化し
ています。とくに中小企業の 6割で人手不足
となっています（日本商工会議所2017）。また
1970年から40年で労働者の平均年齢が 7歳上昇
したことに伴い（総務省2016）、労働者の死亡
率は集団として約 2倍となる構造になりました
（厚生労働省2017）。新しい若い人材が入って
こず、職場の平均年齢はあがり、死亡率が上昇
するというこの構造変化は、企業経営において
深刻な問題です。このような背景のもと、従業
員の健康向上を企業経営の重要な戦略のひとつ
としてとらえる「健康経営」という考え方が全
国的に広まりつつあります。経済産業省が推進
している「健康経営優良法人」の回答企業数の
変化も第 1回目の平成26年度には493社でした
が、第 4回の平成29年度には1239社と約2.5倍
増え、企業の興味の深さが窺えます。それは健
康経営により期待される効果が、従業員の健康
増進にとどまらず「従業員の活力向上や生産性
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の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に
業績向上や株価向上につながる（※ 1）」こと
が少しずつデータとして表れてきたことも一因
と考えられます。（※ 1）経産省ホームページ
健康経営とはより抜粋。
　2018年 1 月に東京大学政策ビジョン研究セン
ター（現：未来ビジョン研究センター）で設立
された「データヘルス研究ユニット」では医療
保険者の健診・レセプトデータや事業所の関連
データを活用し、従業員の健康状態が労働生産
性の損失に与える影響分析や予防介入による効
果検証等に取り組んでいます。2017年 9 月に横
浜市と協力し中小企業の従業員の健康状態と労
働生産性の損失との関連を分析した結果、健康
リスクが低い従業員の労働生産性損失コストが
59万円に対し、健康リスクが高い従業員の労働
生産性コストは159万円と2.8倍の差がありまし
た。
　従業員の健康と労働生産性の相関が見えてき
たことで、より一層経営的観点から従業員の健
康投資を考える企業も増えてきました。とはい
え、多くの企業では健康経営をはじめるにもま
ず何をしたらいいのかがわからない、という課
題も多くあります。産業医や保健師など医療専
門家が社内に常にいないこともあり、自社の従

業員の健康課題の分析、その課題に対する効果
的な施策の実施、検証などPDCAサイクルを回
すことが困難であることも、健康経営に対して
経営者や担当者はどのような判断をしてよいの
か迷う要因です。
　このような背景のもと、沖縄県保健医療部健
康長寿課は2016年から経営者向けの健康経営ハ
ンドブックを作成し、健康経営の進め方や他社
事例などを紹介してきました。2018年にはより
実践的な健康経営ハンドブックの作成にあたり、
沖縄で働く1803名の従業員と30社の管理者の大
規模な健康アンケートをもとに、従業員の健康
と職場の一体感、活力や熱意との関係性、企業
が行っている健康経営施策との効果との関連性
を分析しました。
　本調査では従業員の働き方を規則的勤務・不
規則的勤務とデスクワーク中心・体を動かす業
務中心の 4つの働き方にわけ（図 1）、働き方
とプレゼンティーイズム（遅刻や欠勤はしてい
ないが病気やケガがない状態と比較して自覚す
る仕事のパフォーマンスの程度のこと。本稿で
は以後パフォーマンスと呼ぶ）、体の不調、生
活習慣、健康診断との関連性も合わせて分析し
ています。

図 1　働き方の区分
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　性年代別でみると男女差はあまりなく、50代
以上は男性80.4女性79.0であり、20代以下は男
性73.4女性73.5と年代が若くなるにつれパフォー
マンス得点は下降傾向です。（図 3）

　ハンドブックにはページに限りがあり、詳細
な研究結果を載せることが叶わなかったため、
本稿にて多くの人に読んでいただき、効果的な
健康経営の推進の一助となればと思います。健
康経営を行う企業だけではなく、それを支える
健保、健診機関などの関係者にもご理解いただ
くことで、共通の課題認識を持ち効果的な役割
分担や施策を考えるきっかけになればと思いま
す。
　また、今回の調査は沖縄県企業のみですが、
株式会社エムティーアイが行っている全国の 7
都府県14社の健康調査でもある程度同じような
傾向がでていることから、沖縄県外にも役立つ
内容だと考えています。今後、全国企業の分析
結果も報告できるよう検討します。

Ⅱ．従業員の健康調査結果

Ⅱ- 1．調査概要
⑴　目的
　沖縄県で勤務する従業員の仕事のパフォーマ
ンス、体の不調、生活習慣、仕事に対する熱
意・活力、組織の一体感、健康診断の状況など
を把握したうえで、調査項目相互の関連を働き
方なども含め分析し、従業員の仕事のパフォー
マンスに影響を与える要因を探ることで、健康
経営関係者が職場環境において注力して見直す
事項を検討しやすくすることを目的としました。
　⑵対象データ⑶アンケート調査票⑷分析方法
の詳細については、本稿最終ページの参考に掲
載しています。
Ⅱ- 2 ．�パフォーマンスと生活習慣の関係性に
　　　 ついて
　働き方を①規則的×デスクワークの「金融・
保険」②不規則的×デスクワークの「小売・
サービス」③規則的×体を動かす業務の「製
造・建設」④不規則的×体を動かす業務の「医
療・運送」⑤その他の 5つに分け、仕事のパ
フォーマンス、職場の一体感、仕事への熱意・
活力、不定愁訴、生活習慣との関係性を分析し
ました。

　パフォーマンス得点の平均値は全体では76.4
に対し①規則的×デスクワーク「金融・保険」
が 78.0④不規則的×体を動かす業務の「医療・
運送」が77.7③規則的×体を動かす業務「製
造・建設」とその他が 76.0②不規則的×デスク
ワーク「小売・サービス」が 72.9という結果で
した。（図 2）

図 2　働き方別パフォーマンス得点

図 3　性年代別パフォーマンス得点
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　自覚している心身の不調（本稿では不定愁訴
と呼ぶ）については、目の疲れ83.1％、日中の
眠気72.0％、慢性疲労71.0％が上位 3つでした。
働き方による大きな差はないものの、肩こりに
ついては①規則的×デスクワーク「金融・保
険」が73.2％であり、その他を含む他の 4つの
働き方では65％以内と、①規則的×デスクワー
ク「金融・保険」が突出しています。
　不定愁訴を先ほどのパフォーマンス別と合わ
せて分析したところ、パフォーマンス発揮者
（70点以上、全体の77%）とパフォーマンス低
下者（70点以下、全体23％）で顕著な違いが見

えました。選択肢として出した不定愁訴の全16
項目において、低下者は不定愁訴の全ての項目
について、発揮者よりも多くの種類の症状に該
当しています。
　また、16項目の不定愁訴のうち、いくつかの
項目の不定愁訴が同時に出現していることがわ
かりました。男女ともに「気分が落ち込む、イ
ライラする、慢性疲労」と「肩こり、目の疲れ、
腰痛」いう不定愁訴が同じ群として出現してい
ます。男性は「動悸、めまい」女性は「生理痛、
胃の調子が悪い」と「冷え性、むくみ」が同じ
群としてそれぞれ出現しています。（図 4）

図 4　因子負荷表
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状因子が、仕事のパフォーマンスに相関があり、
女性より男性の方が強い相関関係が窺えます。
また、働き方でみると、女性の③規則的×体を
動かす業務「製造・建設」のみが「肩こり、腰
痛、目の疲れ」のコリ症状因子がパフォーマン
スに一番影響しています。（図 5）
　健康イベントなど集団に働きかけるような施
策を考える場合、働き方や男女などセグメント
別に影響する因子を改善対象とすればパフォー
マンス向上の期待値が高いと考えられます。

　本稿では便宜上、各群に名前をつけていま
す。男女ともに「気分が落ち込む・イライラす
る・慢性疲労」をストレス性症状因子、男女と
もに「肩こり、目の疲れ、腰痛」をコリ症状因
子、男性の「動悸、めまい」を自律神経不調因
子、女性の「生理痛、胃の調子が悪い」を生理
関連症状因子、女性の「冷え性、むくみ」を血
行不良症状因子と呼びます。
　男女ともに働き方によらず「気分が落ち込
む・イライラする・慢性疲労」のストレス性症

図 5　性別×働き方別　不定愁訴因子の因子得点とパフォーマンス得点の相関
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　生活習慣と不定愁訴因子の関係を見てみると
男女ともに「睡眠による休養が不十分」は全て
の不定愁訴因子と強い相関があり、睡眠や休息
をしっかりとれるように長時間労働の改善や有
休取得の促進は急務な施策として考えられます。
　また、睡眠以外でストレス性症状に相関が強
くみられる生活習慣は男女ともに「主食のみで
食事を済ませる」が挙げられます。（図 6）

　さらに生活習慣の相関をみると「主食のみで
食事を済ませることが多い」が多い人は、「昼
食を食べる時間が、仕事などにより十分とれて
いないと感じる」「週に 2食以上、食事の代わ
りにおやつなどで済ませてしまうようなことが
よくある」「夕食を食べる時間が寝る 3時間以
内になることが多い」という傾向がありました。
（図 7）

図 6　生活習慣と不定愁訴因子の相関
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　「昼食を食べる時間が、仕事などにより十分
とれていないと感じる」「夕食を食べる時間が
寝る 3時間以内になることが多い」「睡眠によ
る休養が不十分」に共通していることは「時
間」です。
　業務過多や休憩がとりにくい職場環境や働き
方であると「昼食を食べる時間が、仕事などに
より十分とれていないと感じる」し「おにぎり
だけ、サンドイッチだけなどの主食のみで食事
を済ませることが多い」につながっていきます。

さらにひどくなると「週に 2食以上、食事の代
わりにおやつなどで済ませてしまうようなこと
がよくある」になってしまいます。
　残業によって「夕食を食べる時間が寝る 3時
間以内になることが多い」「睡眠による休養が
十分にとれていない」ことは容易に想像できま
す。パフォーマンスが一番低い②不規則的×デ
スクワーク「小売・サービス」のフリーコメン
ト回答でも「残業、休憩時間、有休」などの
「労務」の不満が目立ちました。

図 7　主食のみで食事を済ませる人の他の生活習慣

●女性 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
1 朝食を食べないことがよくある .131** .160** .222** .260** .100* -.023 .048 .078 -.059 .081 .031 .024 .087*
2 昼食時間が不十分 .317** .564** .407** .073 .046 .099* .151** -.301** -.097* .166** -.014 -.112**
3 夕食が寝る３時間以内 .355** .289** .221** .195** .140** .165** -.058 .005 .081 -.041 -.058
4 主食のみで食事を済ませる .614** .242** .217** .237** .086* -.196** -.017 .144** -.065 .001
5 食事をおやつなどで済ませる .191** .270** .182** .118** -.181** .008 .109* -.047 .024
6 アブラが多い料理をよく食べる .226** .349** .048 -.039 .041 .063 .075 .020
7 間食をとることがよくある .205** -.101* .105* .123** .111* -.112** -.006
8 ジュース類をよく飲む .010 -.034 .038 .041 .061 .072
9 週３日以上の飲酒習慣がある -.171** -.112** -.044 .125** -.018
10 あまり歩くことができていない .457** .012 -.008 .004
11 定期的に運動ができていない .172** .042 .065
12 睡眠による休養が不十分 -.03 .019
13 たばこを現在吸っている .023
14 定期的に歯科検診を受けていない

「主食のみの食事」と
「昼食時間が不十分」
の相関

「主食のみの食事」と
「食事をおやつで済ませる」
の相関

「主食のみの食事」と
「夕食が寝る3時間以内」
の相関

図 8　パフォーマンスと生活習慣の相関
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　また、パフォーマンス結果と生活習慣を組み
合わせて分析したところ、パフォーマンス発揮
者（70点以上、全体の77%）に比べ、パフォー
マンス低下者（70点以下、全体23％）の方が、
「歯科検診」「歩く」「飲酒」以外のすべての生
活習慣において、相関が有意に高いことがわか
りました。（図 8）
　生活習慣が乱れることで自覚する心身の不調
や悪化の一因となり、仕事上のパフォーマンス
に影響していると推測できます。
　働き方と生活習慣においては全体と比較して
以下のような傾向にありました。（図 9）
①規則的×デスクワークの「金融・保険」が
「あまり歩くことができていないと感じる」人
が多い。
②不規則的×デスクワークの「小売・サービ
ス」は「ジュース類（砂糖入り缶コーヒー、果
汁飲料、スポーツドリンクなど）をよく飲む」
「たばこを現在吸っている」人が多い。
④不規則的×体を動かす業務の「医療・運送」
は「昼食を食べる時間が、仕事などにより十分
とれていないと感じる」が全体を10％以上上
回っている。
②不規則的×デスクワークの「小売・サービ
ス」は男性の喫煙率が37.1％、③規則的×体を
動かす業務「製造・建設」は男性の喫煙率が
33.3％と他の働き方に対して高い傾向がある。
　男性喫煙者の禁煙意向率に関しては②不規
則的×デスクワーク「小売・サービス」では

38.7%、③規則的×体を動かす業務「製造・建
設」50％であり、②不規則的×デスクワーク
「小売・サービス」の男性喫煙者は喫煙率が高
く、禁煙に対する関心も低い傾向にあります。
（図10）
　働き方によって生活習慣の特徴が異なるため、
同じ社内であっても職種によってアプローチを
変えるなど従業員の働き方に寄り添った職場環
境の改善策を実施すれば、より効果が期待でき
ると考えます。
Ⅱ- 3 ．�パフォーマンスとワーク・エンゲージメン
　　　 �ト、ソーシャルキャピタルの関係性に

ついて
　職場の一体感の指標であるソーシャルキャ
ピタル得点の平均値は④不規則的×体を動か
す業務の「医療・運送」3.26、①規則的×デス
クワークの「金融・保険」3.16、②不規則的×
デスクワークの「小売・サービス」2.91、③規
則的×体を動かす業務の「製造・建設」2.81と
いう結果でした。また、パフォーマンス発揮者
（70点以上、全体の77%）はパフォーマンス低
下者（70点以下、全体23％）に比べ、職場の一

図 9　働き方別　該当する生活習慣

図10　男性喫煙者の禁煙意向
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体感の高評価者の割合が19ポイント高い傾向に
ありました。（図11）
　尺度得点は 4点満点で、ソーシャルキャピタ
ル低評価者は尺度得点が 3点未満の人、ソー
シャルキャピタル高評価者は尺度得点が 3点以
上の人としています。

　また従業員規模で見てみるとすべての働き方にお
いて、50人以下の企業よりも50人以上の企業の方が
職場の一体感が高い傾向にありました。（図12）

　一般的に従業員人数が多いなど企業規模が大
きい方が一体感を高めるのに困難であると考え
らそうですが、職場の一体感は従業員規模以外
の別に重要な要素があると思われます。
　個人の仕事への活力や熱意の指標であるワー

ク・エンゲージメント得点の平均値は④不規則
的×体を動かす業務の「医療・運送」3.17、①
規則的×デスクワークの「金融・保険」2.90、
③規則的×体を動かす業務「製造・建設」2.85、
②不規則的×デスクワーク「小売・サービス」
2.70という結果でした。パフォーマンス発揮者
（70点以上、全体の77%）はパフォーマンス低
下者（70点以下、全体23％）に比べ、仕事への
活力・熱意の高評価者の割合が25ポイント高い
傾向にありました。（図13）
　尺度得点は 4点満点で、低エンゲージメント
者は尺度得点が 3点未満の人、高エンゲージメ
ント者は尺度得点が 3点以上の人としています。

　以上から職場の一体感、仕事への活力・熱意
は従業員の仕事のパフォーマンスと相関がある
と考えられます。
　パフォーマンスに影響する「気分が落ち込
む・イライラする・慢性疲労」のストレス性症
状因子の観点と職場の一体感、仕事への活力・
熱意を分析してみると、職場の一体感において
はストレス性症状因子が相対的に少ない人（n
＝900）は相対的に多い人（n＝898）に比べ、職
場の一体感が高いと評価した者の割合が17.7％
高い結果でした。また、仕事への熱意・活力に
おいてもストレス性症状因子が相対的に少ない
人（n＝900）は相対的に多い人（n＝898）に比
べ、仕事への活力・熱意が高いと評価した者の
割合が21.4％高い結果でした。（図14）

図12　働き方×従業員規模別　職場の一体感

図13　働き方別・パフォーマンス別
　　　仕事への熱意・活力　　　　

　　　　　　　（ワークエンゲージメント）

図11　働き方別・パフォーマンス別　
　　　　　 　職場の一体感（ソーシャルキャピタル）
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　このことから、ストレス
性症状因子を抱えている人
は、自身の仕事のパフォー
マンスだけでなく、職場の
一体感など職場全体に対し
ても影響していると考えら
れます。
　「Ⅱ- 2 ．パフォーマン
スと生活習慣の関係性に
ついて」と「Ⅱ- 3 ．パ
フォーマンスとワーク・エ
ンゲージメント、ソーシャ
ルキャピタルの関係性につ
いて」の分析結果を以下の
ようにまとめました。
・従業員のパフォーマンス
を上げるには「気分が落ち
込む・イライラする・慢性
疲労」といったストレス性
症状を出現させないことが
大切である。
・ストレス性症状因子を持
たせないために、生活習慣

図14　ストレス症状因子と職場の一体感、仕事の活力・熱意との関係

図15　職場環境と職場全体のパフォーマンス
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を職場環境から整えていくことが重要である。
「睡眠による休息が不十分」「主食のみで食事を
済ませる」「昼食を食べる時間が十分にとれな
い」「夕食が寝る 3時間前」といった習慣の改
善である。
・職場環境でまず気を付けることは色々な施策
を行う前に「長時間労働」「休憩の取得」「有休
の取得」など基本的な労務環境を整えることが
大切である。
・パフォーマンスに影響するストレス性症状因
子を改善していくことで、職場全体のパフォー
マンスに関係のある、職場の一体感や仕事への
熱意・活力も改善につながっていくと考えられ
る。（図15）
Ⅱ- 4 ．健康診断の結果とその後の行動について
　健康診断の「再検査」の有無については、健
康診断で再検査や精密検査が必要という判定が
「あった」という人は36.8％「あったような気
がする」16.2%も含めると二次検査対象と考え
られる人は50％を超えます。男女とも年代が上
がるほど二次検査対象判定者の割合が高くなっ
ており、特に20代から30代にかけて対象者率が
大きく上がっています。パフォーマンス発揮者
と低下者で二次検査対象判定者の割合の差はほ
とんど見られません。
　これは健康診断の結果は自覚症状が出にくい
ものもあり、自覚症状がでて重症化している場
合は既に通院や深刻な体調不良により会社を遅
刻・早退・欠勤などのアブセンティーイズムに
なっていると考えられます。一方で「遅刻・早
退・欠勤はしていないが十分に仕事のパフォー
マンスを発揮できていない状態」であるプレゼ
ンティーイズムは、いわゆる未病状態であり、
生活習慣などにより大きな改善が期待できると
考えられます。なお、働き方別の二次検査対象
判定者の割合の差はあまり見られませんでした。
　二次検査の受診状況については自己申告での
受診状況を回答しています。全体では「要再検
査」「要精密検査」という判定に対して、実際
に二次検査を受診したという人の割合は41.7％。

おおむね男女とも年代が上がるほど二次検査受
診率が高くなっていますが、30代・40代はやや
男女差が大きく女性のほうが受診率は高い傾向
です。パフォーマンス発揮者は低下者よりも受
診率がやや高めの傾向にあります。
　働き方別でみると④不規則的×体を動かす
業務の「医療・運送」は53.1%であるのに対
し、②不規則的×デスクワークの「小売・サー
ビス」で37.8％、③規則的×体を動かす業務の
「製造・建設」で33.8％と20％近い差がありま
した。④不規則的×体を動かす業務の「医療・
運送」では従業員規模が50人以上の企業では
70.8%、50人以下の企業では36.0%と従業員人数
の規模による差が他の働き方と比べ大きい傾向
があります。（図16）

　最近 1年間に一次健診（健康診断）未受診の
人について、受診しない理由（最もあてはま
るもの）は「受ける機会がなかった」（31.3％）
「つい忘れてしまっていた」「忙しくて時間が取
れなかった」がともに21.9％であり、理由のほ
とんどを占めます。
　二次検査対象者で二次検査を受診していない
人について、受診しない理由は「すぐに健康に
影響が出るほどの結果ではないと思った」が
23.4％で最も多く「つい忘れてしまっていた」

図16　二次検査受診状況
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22.3％「忙しくて時間が取れなかった」20.1％
が上位となっています。（図17）

　一次健診、二次検査ともに、「受けようと
思ったが忘れてしまった」「忙しくて検査に行
く時間が取れなかった」などについては、会社
として業務時間内の受診の推奨や、人事・上司
や企業が健診機関、健保組合と協力し受診勧奨
などを実施するなど、多方面からのアラートが
効果的と考えられます。二次検査の「すぐに健
康に栄養が出るほどの結果ではない」というこ
とに関しても、健診機関や健保組合と協力し従
業員の健康診断結果に対するリテラシーを向上
させる取り組みが大切だと考えます。健康診断
に関しては、企業だけではなく専門機関である
健診機関や健保組合とともに「自身の健康診断
結果をどのように理解してもらい、本人を含め
企業や健保、健診機関でそれぞれどのように有
効活用するか、どのようにして二次検査の受診
率を高めるか」を考えるなど企業と健診機関、
健保組合のコラボレーションが重要です。

参考．各章調査内容詳細

Ⅱ章　従業員の健康調査方法詳細
⑵　対象者データ
　沖縄県の主要産業である 9つの業種に属する
29事業所の従業員を対象として、2018年11～12

図17　二次検査未受診者の理由

月にインターネットシステムを利用した無記名
の自記式アンケート調査を実施した。また、先
行して同じ調査を2018年 7 月に実施していた 1
事業者のデータと合わせて30事業所の従業員
データとして分析を実施した。一部の事業所に
ついては、業務の都合上アンケートへの回答が
可能な部署のみを対象とした。
　インターネットアンケート調査システムに
アクセスするためのURLを事業所の担当者を
通じて対象者に通知しwebシステムで回答を収
集し、労働生産性の損失（プレゼンティーイ
ズム）に関する回答に欠損がない有効票1,803
名分を用いた。有効票の女性割合は29.8%、各
年代の割合は20代以下20.9%、30代27.4%、40
代26.9%、50代20.4%、60代以上4.4% であった。
なお、 9業種の内訳は、建設業者： 5事業所、
製造業者： 1事業所、運輸・郵便業者： 2事業
所、卸売・小売業者： 4事業所、金融・保険業
者： 5事業所、宿泊・飲食サービス業者： 1事
業所、生活関連サービス・娯楽業者： 1事業所、
医療・福祉施設： 3事業所、その他の事業者：
7事業所であった。
⑶　アンケート調査票
　従業員を対象とした調査票は、従業員の不定
愁訴や生活習慣、労働生産性の損失、仕事に対
する活力、組織の一体感の状況、職場の環境整
備状況として健康診断の受診状況と勤務する会
社が健康経営に取り組むことに対する態度、業
務内容や就業形態などの働き方に関する質問項
目で構成した。不定愁訴は普段感じやすい体の
不調として、16項目（肩こり、腰痛、便秘、胃
の不調、目の疲れ、鼻づまり、生理痛・月経
障害、冷え性、日中の眠気、むくみ、イライ
ラ、気分の落ち込み、疲れ・だるさ、頭痛、動
悸、めまい）について、それぞれ「よくある」
「時々ある」「ほとんどない」のうちから 1つを
選択させた。
　生活習慣は国民健康・栄養調査で取り上げら
れている食事や飲酒、喫煙に関する 4項目（朝
食の欠食、夕食開始時刻、飲酒頻度、習慣的喫
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煙）、運動に関する 2項目（ 1日の歩数、運動
習慣）、睡眠に関する 1項目（睡眠による休養
の状況）、歯の健康に関する 1項目（歯科検診
受診状況）に加え、健康を害するものとして
重要と考えられる食事に関する生活習慣 6項
目（昼食休憩の状況、主食のみの単品食の習慣、
食事をおやつのような粗食で済ませる習慣、ア
ブラを多く使った食事の習慣、間食の習慣、糖
分の入ったジュース類の飲用習慣）を加えた合
計14項目とした。喫煙と歯科検診受診状況以外
の12項目についてはそれぞれその習慣に「あて
はまる」「ややあてはまる」「あまりあてはま
らない」「あてはまらない」のうちから 1つ選
択させた。喫煙は現在の状況としてたばこを
「吸っている」「吸っていない」から選択、歯科
検診受診は半年に 1度の範囲内で「受けてい
る」「受けていない」から選択させた。
　労働生産性の損失（プレゼンティーイズム）
は、不定愁訴の設問で挙げたような体の不調を
抱えながら出勤し業務遂行能力が低下した状態
で就業することによる損失を絶対的プレゼン
ティーイズムで評価した。具体的な質問方法と
しては、「（不定愁訴の設問で挙げたような）体
調不良や病気、ケガが無いときに発揮できる仕
事の出来を100%として、過去4週間の自身の仕
事のパフォーマンスを評価してください。（ 1
～100％）」の回答割合を100％値から差し引い
た割合により評価した。
　仕事に対する活力と組織の状況としては、そ
れぞれの評価指標として新職業性ストレス簡易
調査票4）の「ワーク・エンゲイジメント」「職
場の一体感（ソーシャルキャピタル）」に関す
る質問項目（標準版）と得点計算を用いること
とした。「ワーク・エンゲイジメント」の得点
は、「仕事をしていると、活力がみなぎるよう
に感じる」「自分の仕事に誇りを感じる」とい
う各設問に対して、「あてはまる」を 4点、「や
やあてはまる」を 3点、「あまりあてはまらな
い」を 2点、「あてはまらない」を 1点とスコ
ア化してその平均値とした。「職場の一体感」

の得点は、「私たちの職場では、ともに働こう
という姿勢がある」「私たちの職場では、お互
いに理解し認め合っている」「私たちの職場で
は、仕事に関連した情報の共有ができている」
という各設問に対して、「あてはまる」を 4点、
「ややあてはまる」を 3点、「あまりあてはまら
ない」を 2点、「あてはまらない」を 1点とス
コア化してその平均値とした。
　健康診断の受診状況については健康診断での
再検査・精密検査の判定があったかどうかを
「あった」「あったような気がする」「なかった」
「最近 1年間健康診断を受けていない」から選
択させた。さらに判定があった人に対して実際
に再検査・精密検査を受けたかどうかを「受け
た」「受けていない」で質問し、受けていない
人にはその理由を選択させた。
　なお、健康診断の受診状況に関する質問の回
答については先行でアンケートを実施した 1社
では取得していないため、この質問項目を使用
した分析に関しては29社分のデータで実施して
いる。
　自らが勤務する会社が健康経営に取り組むこ
とに対する態度としては、「良い取り組みだと
思う」「どちらかというと良い取り組みだと思
う」「どちらかというと良い取り組みだと思わ
ない」「良い取り組みだと思わない」「まだわか
らない」のうちから 1つ選択させた。
　その他に属性情報として性別と年代、勤務状
況の質問として業務内容や就業形態（日勤・非
日勤、夜勤、シフトワークや残業の有無等の状
況）を取得した。
⑷　分析方法
　分析にあたっては古井（2015）の働き方区分
による 4セグメントに該当する企業業種として、
主に事務系業務で生活が規則的な業務に従事す
る従業員が多いと思われる業種（規則的×デス
クワーク）を「金融・保険」業、主に事務系業
務だが生活が不規則な業種（不規則的×デスク
ワーク）を「小売・サービス」業、事務的では
なく体を動かす業務で生活が規則的な業種（規
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則的×体を動かす業務）を「製造・建設」業、
体を動かす業務で生活不規則な業種（不規則的
×体を動かす業務）を「医療・運送」業と定義
し、これらに「その他」事業者を加えた 5セグ
メントの企業従業員間でプレゼンティーイズム、
ソーシャルキャピタル、ワークエンゲージメント、
不定愁訴の状況、生活習慣の状況を比較した。
　各変数間の分析にあたっては、プレゼンティー
イズムの指標である労働生産性の損失が30%以
下の人を「パフォーマンス発揮者」30%を超え
る人を「パフォーマンス低下者」の 2群に分け、
他指標の平均値や比率の差を比較した。同様に
ソーシャルキャピタルについては指標値が 3点
以上を「高評価者」、 3点未満を「低評価者」
とした 2群に、ワークエンゲージメントについ
ては 3点以上を「高エンゲージメント者」、 3
点未満を「低エンゲージメント者」とした 2群
に分類し、同様に 2群間で比較をした。
　不定愁訴の16項目は「よくある」「時々ある」
と回答した人を合算し各症状の不調自覚者率と
して分析指標とした。同様に生活習慣の14項目
は悪い習慣に「あてはまる」「ややあてはまる」
と回答した人を合算し、各生活習慣の乱れの該
当者率として分析指標とした。（「ここ 1ヶ月間、
睡眠で十分な休養がとれている」などポジティ
ブ評価で質問している項目については、「あて
はまらない」「あまりあてはまらない」人を当
該習慣の乱れの該当者とした。）
　不定愁訴の16項目はそれらを観測変数として
最尤法プロマックス回転による因子分析を行い、
症状の背後にある潜在構造を把握した。その上
でどのような症状がプレゼンティーイズムへの
影響が大きいか、また働き方の 4区分間で各因
子得点の平均値を算出しそれらを比較すること
により働き方によって抱えやすい不定愁訴因子
が何かを確認した。

Ⅲ．�企業の健康経営施策と従業員の健康の
関係性

Ⅲ- 1　調査概要
⑴　目的
　各社が行っている健康経営施策とその企業で
働く従業員のプレゼンティーイズム、職場の一
体感、仕事に対する活力の関連性を分析しその
要因を探ることで、企業が効果的な健康経営施
策のあり方の検討に資することを目的としまし
た。
　⑵対象データ⑶アンケート調査票⑷分析方法
の詳細について、また⑸企業の健康経営施策の
実施状況の詳細は本稿最終ページの参考に掲載
しています。
Ⅲ- 2 　企業の健康経営施策に対する従業員と
の関係性
　企業が行っている健康経営やそれに準ずる施
策などに対し従業員はどのように感じているの
かについて従業員向けのアンケート回答による
と、以下のような結果になりました。
　会社の健康経営推進への態度については、全
体で「良い取り組みだと思う」と評価している
人は63.3％、「どちらかというと良い取り組みだ
と思う」は26.2％で、合わせて89.5％がポジティ
ブに評価しています。年代で見ると男女とも20
代以下が積極的に評価している割合が最も高く
なっており、パフォーマンス発揮者（70点以上、
全体の77%）はパフォーマンス低下者（70点以
下、全体23％）よりも積極的な評価者の割合
が11.8ポイント高い傾向です。働き方別でみる
と評価が高い割合が①規則的×デスクワークの
「金融・保険」72.1％②不規則的×デスクワーク
の「小売・サービス」では55.5％、「まだわか
らない」と回答する割合が9.3％でした。
　従業員が取り組みたい健康行動のジャンル
としては全体として「食事」が最も高く78.7％、
「運動」はそれよりやや低く77.7％。食事・運動
以外のジャンルでは「睡眠」「メンタルケア」が
40%程度、「生活リズム」が33%でした。（図18）
 　「食事」は男女とも高年齢層ほど関心が高く
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なり、その中でも20代以下では男女差が非常に
大きく男性20代以下が群を抜いて低い傾向です。
「睡眠」「メンタルケア」はともに女性30代以下
の若年層で関心が高め、「生活リズム」は男女
20代以下で関心が高い傾向です。
　パフォーマンス別でみるとパフォーマンス低
下者（70点以下、全体23％）は「睡眠」「メン
タルケア」「生活リズム」が有意に高い傾向で
す。パフォーマンス低下者は「気分が落ち込
む・イライラする・慢性疲労」の不定愁訴を自
覚していることから発揮者よりも興味を持って
いると考えられます。
　企業が健康経営を一時のブームではなく継続
的に行っていくには、効果を把握し改善してい
く必要があります。そこで企業が行っている
健康経営関連の施策と従業員のパフォーマン
ス、職場の一体感、仕事への熱意・活力との相
関性を分析しました。具体的には各施策項目に
ついて積極的に取り組んでいる企業と積極的で
はない企業の 2群に分け、所属従業員のプレゼ
ンティーイズム、ソーシャルキャピタル、ワー
ク・エンゲージメントの 3指標についてt検定
を実施しました。（図19）
　健康経営の担当者を設置している企業は、従

図19　職場環境と職場全体のパフォーマンス

図18　全体・性年代別・パフォーマンス別　取り組みたい健康行動
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業員のパフォーマンスと職場の一体感は有意に
高い傾向でした。担当者をしっかりと設置する
ことで、健康経営の責任所在が明確になり組織
として推進していける土台となっていると考え
られます。健康経営宣言も大事ですが、それを
しっかり運用・推進していく「組織体・責任
者・担当者」を設置することで宣言の実現につ
ながります。
　職場での食生活改善施策については、パ
フォーマンス、職場の一体感、仕事への熱意・
活力のすべての指標について有意差がありまし
た。これまで述べたように各指標を低下させる
「気分が落ち込む・イライラする・慢性疲労」
といったストレス性症状因子は「おにぎりだけ、
サンドイッチだけなどの主食のみで食事を済
ませることが多い」「週に 2食以上、食事の代
わりにおやつなどで済ませてしまうようなこと
がよくある」といった食生活習慣と相関があり
ます。また「昼食を食べる時間が、仕事などに
より十分とれていないと感じる」「夕食を食べる
時間が寝る 3時間以内になることが多い」など
食事の時間とも相関がありました。したがって、
従業員がゆっくり出来る昼食時間や休憩時間の
確保、夕食を早く食べられる業務時間といった
労務環境の整備は効果があることが考えられま
す。具体的な食生活改善施策としては、バラン
スの良い朝食や昼食の提供、水やお茶など無糖
飲料の値引きなどの施策、コンビニや外食を活
用した栄養バランス献立表など、主食のみで済
ませない栄養バランス向上やジュース類の取り
過ぎを防止などに効果があると考えられます。
食生活改善施策は健診結果に現れるには時間が
かかりますが、施策そのものは従業員にわかり
やすく喜ばれる傾向にあります。
　受動喫煙対策の施策も職場の一体感、仕事へ
の熱意・活力に高い相関が窺えます。従業員の
フリー回答では喫煙者よりもタバコを吸ってい
ない従業員からの意見が多くありました。受動
喫煙の施策は喫煙者の健康の影響はもちろんの
こと、タバコを吸っていない人の職場の一体感、

仕事への熱意・活力にも影響している可能性が
示唆されました。タバコを吸っていない人の要
望としては本人の喫煙をやめさせるような禁煙
施策は少なく、職場の環境においてタバコによ
る臭いや口臭などの物理的な問題、喫煙者のタ
バコによる離席と休憩時間に対しタバコを吸っ
ていない人の離席（リフレッシュなど）はサボ
リとみられやすい不公平感に対する対策などの
要望が多くありました。受動喫煙の施策は企
業での実施率も13.8%と、食生活の改善施策の
37.9％、運動機会の取り組みの79.3％と低い傾
向ですが、職場の一体感、仕事への熱意・活力
に大きな影響があるため、自社の喫煙率を確認
し優先的な施策として検討しても良いかもしれ
ません。
　一方で、長時間労働や有休などの労務改善に
は効果がみられない、という結果になりました。
フリーコメントや座談会などのヒアリングによ
ると、労務施策といっても名ばかりのノー残業
デーや業務の実態を考えていない有休促進の掛
け声などが多く、逆に会社に対する不信感を与
えていることが考えられます。
　また、ストレスチェックはパフォーマンス、
仕事への熱意・活力ともに負の相関となりまし
た。これはストレスチェックを実施した後の解
決策がわかりにくい点、管理職においては自部
門の結果が悪かった際に人事などから指摘はさ
れるが、具体的な解決案が提示されず板挟みに
なる点などが、逆に不満に感じられていると考
えられます。ストレスチェックを実施する際は
その結果をどのように活用するか実施の前の計
画の時点で十分に検討する必要があります。
　教育機会の提供は主にセミナーや研修の受講
などですが、こちらも仕事への熱意・活力と負
の相関となりました。「なぜ受ける必要がある
のか」という目的をしっかり伝えることや、業
務過多など基本的な労務改善をせずにセミナー
や研修だけ実施すると余計に残業が増えるなど、
逆に教育機会そのものが従業員の負担になって
しまうことがありそうです。
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　まずは色々な施策を行う前に「長
時間労働」「休憩の取得」「有休の取
得」など基本的な労務環境を定量的
に確認し、改善をしていくことが大
切だと考えます。

Ⅳ．まとめ

1．従業員のパフォーマンスを改善
するための職場環境について
　パフォーマンスの改善の集団的
なアプローチとしてのターゲット
は、因子保有者も多くパフォーマン
スへの影響も高い「気分が落ち込
む・イライラする・慢性疲労」など
のストレス性症状因子が効果的だと
考えます。ストレス性症状因子所有
者の生活習慣には「睡眠による休養
が十分にとれていない」「おにぎり
だけ、サンドイッチだけなどの主食
のみで食事を済ませることが多い」「週に 2食
以上、食事の代わりにおやつなどで済ませてし
まうようなことがよくある」という傾向があり、
さらに「おにぎりだけ、サンドイッチだけなど
の主食のみで食事を済ませることが多い」は、
「昼食を食べる時間が、仕事などにより十分と
れていないと感じる」「週に 2食以上、食事の
代わりにおやつなどで済ませてしまうようなこ
とがよくある」「夕食を食べる時間が寝る 3時
間以内になることが多い」と相関がありました。
（図20）
　まずは、昼食時間や休憩時間をしっかりとら
せる、長時間労働防止や有給取得促進など、基
本的な労務環境を整えることが、パフォーマン
スが下がるストレス性症状因子を抱える従業員
を生み出しにくくすると考えられます。注意事
項としては、労務環境整備を実現できる組織づ
くりや担当者の設置、各部門長などの理解促進、
実業務の実態との調整などを行わないと、逆に
口ばかりになってしまい逆効果となる可能性が
高くなります。長時間労働や有休促進などは定

図20　ストレス性因子と生活習慣の関係

量的な計測がしやすく、効果検証や改善につな
げやすいため最初に着手する健康経営施策とし
てもやりやすいと思います。基本的な労務環境
を整えたら「食生活の改善施策」や「受動喫煙
対策」に着手すると効率的かつ効果的な健康経
営の推進につながると考えられます。
　健康経営の施策は経営者の従業員の働き方に
対する考え方や思想が大きく影響します。健康
経営は経営戦略のひとつであり、経営トップが
強く意識し力強く継続的に推進していくことで
初めて実現ができるものです。元気でイキイキ
と働いている従業員が多いほど、全社の一体感
や仕事への活力・熱意向上につながり、ひいて
は会社の生産性の損失の改善に大きく影響する
と考えられます。継続した健康経営の推進のた
めにも、自社の原因と対応を把握し効果的な施
策を実現できるよう、本稿をご参考いただけれ
ば幸いです。
2 ．今後の方向性
　今後は全国の従業員を対象とした分析を交え、
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より効果的な施策の一助となればと考えていま
す。また企業の健康経営施策と従業員への効果
を長期的、かつ多方面で計測し、健康経営の費
用対効果や従業員の健康に対する効果をあきら
かにすることで、継続可能性の高い健康経営に
繋げたいと思います。

参考．各章調査内容詳細

Ⅲ章　企業の健康経営調査方法詳細、企業
の健康経営調査結果詳細
⑵　対象者データ
　事業所の従業員を対象としたアンケートとは
別に、2018年11月～12月に従業員向けアンケー
トを実施した29社の管理者を対象として、事業
所の施策実施状況についてのアンケートを実施
した。回答はインターネットアンケート調査
システムにより回収し、回収は29名（回収率
100％）であった。
⑶　アンケート調査票
　管理者を対象とした調査票は、健康経営優良
法人認定制度の認定基準項目を参考に18個の独
自の質問項目を作成した。具体的には各企業の

健康経営の取り組みにあたっての体制や制度の
整備状況、必要な施策の取り組み、目標の従業
員への周知、適切な働き方など具体的な取り組
みの状況、目標の達成に関する効果検証の実施
状況等を確認する設問で構成されている。
⑷　分析方法
　管理者アンケートの結果は従業員の健康に対
する取り組み状況についての働き方区分による
差を確認するとともに、当該企業の従業員の従
業員アンケートの回答と紐づけることによっ
て取り組み状況によって従業員のパフォーマ
ンス（プレゼンティーイズム）や職場の一体
感（ソーシャルキャピタル）、仕事の活力・熱
意（ワーク・エンゲージメント）に差があるか
どうかを分析した。具体的には各施策項目につ
いて積極的に取り組んでいる企業と積極的では
ない企業の 2群に分け、所属従業員のプレゼン
ティーイズム、ソーシャルキャピタル、ワー
ク・エンゲージメントの 3指標についてt検定
を実施した。
⑸　企業の健康経営施策の実施状況
　各企業の施策においては以下の通りであった。

Q．健康（経営）宣言を社内外へ発信をされていますか？

�Q．経営者ご本人が健康診断を受診していますか？

　  予防医学ジャーナル　第510号 令和 2年 1月30日



― 20 ―

Q．健康づくり担当者の設置をしていますか？
 

Q．健康づくり責任者が役員以上ですか？
 

Q．従業員全員が健康診断を受診していますか？
 

Q．従業員へ健康診断受診の勧奨を行っていますか？
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Q．ストレスチェックの実施をしていますか？
 

Q．健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標（計画）を立案し、従業員に周知していますか？
 

Q．従業員に対して、健康保持増進の教育機会を提供していますか？
 

Q．適切な働き方実現に向けた取組を実施していますか？
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Q．コミュニケーションの促進に向けた取組をしていますか？
 

Q．保健指導の実施又は特定保健指導の実施機会を提供していますか？
 

Q．従業員の仕事中の食生活の改善に向けた取組をしていますか
 

Q．職場の運動機会の増進にむけた取組をしていますか？
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Q．職場の受動喫煙対策を実施していますか？
�

Q．従業員の感染症予防に向けた取組を実施していますか？
�

Q．�メンタルヘルス不調者予備群に対する相談窓口の設置、不調者がでた場合の支援体制の整備を
行っていますか？

�Q．取組全体について企業経営への影響を具体的な指標で検証していますか？
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